
過疎地域で域外大学生による地域の一員としての

活動を促す「週末住人モデル」の構築

ー持続的な関係づくりを実現する
コミュニティモデルの設計と実装ー

政策・メディア研究科 修士2年 松浦生 81925151



はじめに

東京都日野市出身

公立鳥取環境大学

鳥取県大山町
地域おこし研究員

1997

2015～

2019～

宿&コミュニティの運営など
地域コミュニティに入り込んだ

様々な活動を経験

学部時代の活動を通じて出会った
大山町の方々に魅力を感じ，

住み込みながら研究

地方で環境学を実践的に学びたいと思い人口最少県・鳥取に！

6年間，実践&研究を行ってきました．



地方志向の若者 と 若者が居ない過疎地域
期待は合致しているはずなのに

両者の関係づくりは必ずしもうまくいっていない…（※）

持続的な関係づくりを実現する制度モデルを探索的に実証

背景・目的

出典：国土交通省HP

https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/15/backdata/01-01-01-023.html
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大卒地方出身男性のO-J-Eパターン

地方・地元定着 地方・Uターン

地方・進学流出 地方・就職時流出

大卒地方出身男性O-J-Eパターン（本田・堀（2016））を
参照し筆者作成

https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/15/backdata/01-01-01-023.html


課題認識（補足）

例えば…

鳥取県の進学流出構造の特徴（鳥取県発表のデータをもとに筆者作成）

進学を機に5割が流出

4年制大学に他県から

1,000人以上流入

県内に定着するのは

2割以下



週末住人モデルとは？

その地域に対して「帰ってきてもよい」「暮らしていけそう」と感じ
ることができれば，一旦地域を離れたとしても，継続的に行き来しながら
関わったり，暮らしたりする場所の選択肢になはず！

そのためには，地方志向予備軍とになり得るような若い人材が，早い段階
（＝大学生）から，その地域で実際に暮らしてみて，生活や仕事を自
身で実感できるような環境が必要なのではないか？

とはいえ，大学の授業もあるし，いきなり地域に飛び込むのは難しい…

週末や長期休暇など，大学の授業がないタイミングに，地域の一員として
活動しながら，じっくりと関係づくりをすることができるのでは！？

普段は地域外に住んでいる大学生が，週末（余暇時間）に住人（地域の一員）
として活動することで，地域アクターとの持続的な関係づくりを実現するため
の，地域コミュニティが施行する制度モデル



先行研究レビューの視点

①そもそも人口減少時代における地域コミュニティの特性とは？

②地域コミュニティにおける外部人材の特性とは？

③外部人材を地域コミュニティはどのように受け入れてきた？

④地域コミュニティ・外部人材の両者にとってよい関係性とは？

⑤その関係性はどのように実現できるのか？



先行研究①：地域コミュニティの特性

「自発性」と「共同性」の両立という地域コミュニティのビジョン

アクター（住民・関係者）間の関係強

関係弱

地域が閉鎖的 開放的

地縁血縁社会
男性やボス中心の
規律・統制型

＝旧来の農村コミュニティ

地域に関心がなく停滞
閉塞型

＝資源管理が困難，地域経済
が縮小

個人化が進んだ
都市や郊外 拡散型

＝ノウハウ蓄積が困難，
個の利益優先

自発的参加による

新しい共同性型

✓ 関係強＝「自発的協力」の利点

「（地域）コミュニティ」＝
「（ある地理的範囲の中で）一定のルールを自発的に共有するコミュニケーションのプロセス」

✓ 開放的＝「弱い紐帯の強さ」の利点 ⇔ 強すぎる紐帯の「負の側面」を回避

✓ 入会地等の共有資源が形骸化⇒「情報」の共有

敷田（2005）などを参考に筆者作成



先行研究②：外部人材の特性（農村社会学の系譜）

内発的
発展論
（鶴見など）

ネオ
内発的
発展論
（クリスト

ファー・レイな
ど）

？

外部ネットワーク
の重要性

「有限責任」
「贈与と略奪」

「よそ者」は多義的（敷田,2009）＝「域外居住（居住地）」／「他者性（性質）」

よそ者効果（敷田,2005）

＝他者性が地域に与える効果

✓ 準家族の集落維持活動（小林,2019）

✓ パートナーとしての能動的活動（筒井,2018）

＝外的成果のある活動



先行研究③：外部人材と地方自治体（政策的経緯）

交流人口 移住定住 関係人口

受け入れ疲れ
＝よそ者効果の限界

人口の奪い合い
＝居住地変化の限界

2000年代～
都市農村交流など

2010年代～
「田園回帰」・協力隊など

2016年ごろ～
「関心」「関与」に

多様性と段階

情報技術の発展／移動コスト（金額×時間）低下



先行研究④：本研究の位置づけ

関心≒他者性

関与≒居住地

移住
定住

関係人口

交
流
人
口

？

よそ者効果期待の課題を乗り越えるものの，居住地変化は伴わない

地域コミュニティと域外居住者の関わり方とは？＝地域の一員としての活動

✓ 成果指標の曖昧さ
✓ 行政コスト負担の限界



コミュニティ・
ソリューション

先行研究⑤：本研究の戦略

自発的協力を促すコミュニティをつくることによって

より高いアウトカム（成果）を実現する「コミュニティ・アプローチ」を援用

自発性 共同性

自発的協力

＝地域コミュニティのビジョン

ガバメント・
ソリューション

マーケット・
ソリューション

目標を共有し，コストを低減化

→関係人口施策の課題を解消し得る



【実証２】だいせん週末住人

➡アクションリサーチ

【実証１】もちがせ週末住人

➡実践のナラティブ

研究の流れ

✓ 地域の一員に至る域外居住者の意識と行動の変化
✓ そのために必要な仕組み
✓ 仕組みの持続性を高める戦略

①仮説導出

✓ 地域条件が異なっても仕組みは実装できるか
✓ 仕組みは地域の一員化を促すか

②汎用性

✓ 戦略によって持続性は向上するか

③持続性

一定地域条件下で汎用可能な

「仕組み⇔一員化に至る行動変化」／「持続性向上のための戦略」
のモデルを仮説的に構築して提示



シェア・会員制の宿運営 地域住民との日常的交流 週末住人コミュニティ

2016年～ ＠鳥取県鳥取市用瀬町

実証１：もちがせ週末住人の概要

80人の域外居住・大学生が継続的に関わる
➡「週末住人」

年間を通じて集落行事の担い手

２人が新規に移住

２人が県内二地域居住

毎月主体的に活動 計100件以上



実証１：地域の一員に至る参加者の意識と行動の変化

主宰者へのプレヒアリングと，地域で主体的に活動した経験を持つ３名のグループインタビ
ューを行った結果，

受入れられたと感じる→所属・仲間意識を感じる→周辺的役割行動をとる

→主体的活動を始めるという４段階の意識と行動の変化として説明できた



実証１：地域の一員に至る参加者の意識と行動の変化

動機 受入れられたと感じる 所属・仲間意識を感じる 周辺的役割行動をとる 主体的活動を始める

地域に
対する
興味

同世代
に対す
る興味

集落行事等
地域の日常
への参加

共同生活・
オンライン
の場の参加

リピート滞在
・深い対話

イベント等の手伝い・
オンラインの場を企画

一定の役割を
持って集落行
事等に参加

地域に求められるこ
とと自分のやりたい
ことの一致する活動

地域アクターとの関係づくりプロセス

週末住人同士の関係づくりプロセス

観察可能な行動に置き換え

参加段階
自発的

参加段階

周辺的役割

行動段階

主体的活動

段階

リピート滞在

地域の一員化に至る４段階の行動移行がある（仮説A）



実証１：行動移行に必要な仕組み

Actor 機能モジュール

設計者

①滞在・交流拠点の提供
※滞在できる仕組みに該当

②地域アクターの紹介
※コーディネーターに該当

③地域情報の提供
※コーディネーターに該当

④週末住人コミュニティの紹介
※該当なし？

行政 ⑤交通費・滞在費の補助
※移動コスト補助に該当

設計者と行政によって計５つの機能モジュールの実装が必要（仮説B）
※週末住人コミュニティは必要？

✓ 異なる他者間の意識ギャップを予防・解消するため（内平ら,2009）

✓ 繰り返し滞在し，段階的に関係性を深めるため（宮口ら,2010）

に３つの仕組みが必要

滞在できる仕組み
（河内ら,2019：宮口ら,2010 など）

コーディネーター
（内平・中塚,2011 など）

移動コスト補助
（内平・中塚,2014 など）

先行事例では

実証１
と比較



実証１：行動移行に必要な仕組み

Actor 機能モジュール

設計者

①滞在・交流拠点の提供

②地域アクターの紹介

③地域情報の提供

④週末住人コミュニティの紹介

行政 ⑤交通費・滞在費の補助

参加段階
自発的

参加段階

周辺的役割

行動段階

主体的活

動段階

集落行事等
地域の日常
への参加

共同生活・
オンライン
の場の参加

？
機能モジュールは自発的参加段階
より先への移行の十分条件ではない

インフォーマルな仕組み（ルール・ロール）の共有によって移行促進（仮説C）

✓ 週末住人コミュニティで５ルール
＜地域の住人として生活する規範＞＜動機を丁寧に聞き合う規範＞＜深く語り合う
規範＞＜みんなで場をつくる規範＞＜小さくでもとにかくやってみる規範＞

✓ 地域アクター・コミュニティで１ルール・３ロール
＜地域にしばらない規範＞＜日常生活への招待＞＜無理ない役割の提案＞＜動機の
理解に基づく積極的な協力・巻き込み＞

主宰者のプレインタビュー&参与観察ナラティブ



実証１：モデルの持続性を高める戦略

ルール・ロールから自発的協力によるコスト分担の機能が自生し，仕組みの
持続性を高める（仮説D）

県内メンバーは，
車に同乗して

往復

会員制によって
固定費を拠出

他の地域アクターを

自発的に紹介

✓ 地域アクターによる自発的協力による地域アク

ター/情報の紹介/提供で設計者の負担が軽減

✓ 週末住人コミュニティにおける自発的協力によって

滞在拠点・交通費補助コストを分担



週末住人モデルの仮説構築（ロジックモデル）

5つの機能モジュール
⚫ 交流・滞在拠点の提供
⚫ 地域アクターの紹介
⚫ 地域情報の提供
⚫ 週末住人コミュニティの紹介
⚫ 移動滞在コストの補助

参加
自発的
参加

周辺的
役割行動

主体的
活動

インプット アウトプット アウトカム
最終アウトカム

域外居住・大学生に
よる，地域の一員と
しての活動が，常時
生まれている状態

設計者 地域アクター

地域コミュニティ

実装

行政
２つの関係づくりプロセス
✓ 域外居住・大学生と地域アクターの関係づくり
✓ 域外居住・大学生同士の関係づくり

インフォーマルな
ルール・ロールの共有

機能が自生するフィードバック
ループによってモデルの持続性
が向上

行動段階の移行を促し，
より高いアウトカムを実現

仮説A仮説B

仮説C

仮説D



実証２：地域条件のコントロール

⚫過疎地域であること

⚫顕著な進学流出構造が見られること

⚫近隣大学に所属する大学生の属性が近似すること

⚫基本的な地域コミュニティ構造が相対的に類似すること

⚫近隣大学からの距離が遠く，通学困難であること

⚫対象とする地域範囲が基礎自治体レベルであること

【検証条件】

【一致条件】

【実証２】

だいせん週末住人

【実証１】

もちがせ週末住人

モデルの汎用性と持続性を検証



実証２：アクションリサーチ

2019の県内向けチラシ 「だいせん週末住人2020」チラシ・ポスター

ケース１：「だいせん週末住人2019」
2019年12月～2020年3月

ケース２：「だいせん週末住人2020」
2020年8月～

一部改良



参加者（域外居住・大学生）

ケース１：

県外学生６名
県内学生４名

ケース２：

県内学生７名
（＋３名継続）



No. 名前 所属 出身地 居住地 参加年

1 M.S氏 慶應義塾大学環境情報学部3年 神奈川県 神奈川県 2019

2 T.N氏 慶應義塾大学総合政策学部3年 東京都 東京都 2019

3 H.K氏 慶應義塾大学環境情報学部4年 静岡県 東京都 2019

4 S.N氏 慶應義塾大学総合政策学部1年 神奈川県 神奈川県 2019

5 T.F氏 慶應義塾大学環境情報学部1年 神奈川県 神奈川県 2019

6 F.T氏 慶應義塾大学総合政策学部2年 東京都 東京都 2019

7 H.T氏 鳥取大学農学部1年 大山町 鳥取市 2019

8 K.I氏 鳥取大学地域学部4年→社会人1年目 岡山県 鳥取市 2019→2020

9 A.I氏 鳥取大学地域学部2年→3年 鳥取市 鳥取市 2019→2020

10 Ka.M氏 鳥取大学地域学部2年→3年 兵庫県 鳥取市 2019→2020

11 N.M氏 鳥取大学地域学部1年 兵庫県 鳥取市 2020

12 C.M氏 鳥取大学地域学部1年 兵庫県 鳥取市 2020

13 K.T氏 鳥取大学地域学部1年 静岡県 鳥取市 2020

14 Ko.M氏 鳥取大学地域学部2年 三重県 鳥取市 2020

15 M.Y氏 公立鳥取環境大学環境学部1年 愛媛県 鳥取市 2020

16 A.Y氏 公立鳥取環境大学環境学部1年 鳥取市 鳥取市 2020

17 N.U氏 公立鳥取環境大学環境学部3年 北海道 鳥取市 2020

参加者（詳細）

県外メンバー6名

県内メンバー11名

継続3名

新規7名

ケース1：10名

ケース2：10名



参加者の動機

自身の興味関心を基に，地域の人と深くかかわることを通じて，
自身の興味を深めたり，何らかの企画に挑戦したりすること

①内容が具体的で，
紹介できる地域アクターが存在

②漠然としていて
特定の地域アクターがいない

③「交流」自体が動機

演劇を通じた
まちづくり

動物とともに
ある暮らし

地域・
キャリア
教育

地域で
暮らす人

交流・関わり
が楽しみ



実証２：ケース１の設計と実装

募集
選定

プレヒア
動機に基づいて各自で活動（目安月1滞在）

2019年10月 11月 12月～2020年3月（※県外メンバーは2月まで）

Actor 機能モジュール ケース１の設計

設計者

①滞在・交流拠点の提供 ホームステイ（9家庭6拠点）／コミュニティ拠点（9拠点17回）

②地域アクターの紹介 設計者が累計30人を紹介

③地域情報の提供 初回滞在時に町全体を案内し，拠点・プロジェクト情報等を提供

④週末住人コミュニティの紹介 LINEグループ

行政

⑤交通費・滞在費の補助
月1往復分の交通費を行政が補助

（設計者） 町内移動サポート（車での送迎）



実証２：ケース２の設計と実装

募集
選定

プレヒア
動機に基づいて各自で活動（目安月1滞在）

2020年6月 7月 8月～（2021年1月現在も継続）

Actor 機能モジュール ケース2の設計

設計者

①滞在・交流拠点の提供 独自滞在拠点／コミュニティ拠点

②地域アクターの紹介 ハブとなる地域アクターを紹介（設計者が紹介したのは5人）

③地域情報の提供 初回滞在時に町全体を案内し，拠点・プロジェクト情報等を提供

④週末住人コミュニティの紹介 キックオフ合宿，LINEグループ，Facebookグループ

行政

⑤交通費・滞在費の補助
特に回数制限は設けずに，往復分の交通費を行政が補助

（設計者） 町内移動サポート（地域アクターにも参加者から依頼）

キックオ
フ合宿

8月1日



調査方法

【調査Ⅰ】
日記による行動調査 ➡仮説A

【調査Ⅱ】
介入的参与観察による仕組みの調査 ➡仮説B

【調査Ⅲ】
半構造化インタビューによる域外居住・大学生に対する質的調査
➡仮説C・Dのうち，域外居住・大学生に関すること

【調査Ⅳ】
半構造化インタビューによる地域アクターに対する質的調査
➡仮説C・Dのうち，地域アクター・コミュニティに関すること



検証結果（仮説A）

仮説A

地域の一員化に至る４段階の行動移行が見られるか？



検証結果（仮説A）

■ケース1： 滞在29回/日数76日/行動数142

【参加】61/【自発的参加】64/【周辺的役割】38/【主体的活動】12

観察した行動 16 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

滞在回 3

日 7 Day1

具体的行動 － N.N邸でHS 漁に同行

サイクリン

グツアーの

モニター

N.N邸でHS まぶや訪問

まぶやでカ

フェ準備・

告知

T.N邸HS
自主組織ツ

アー

H.K邸訪問

／T.N邸HS

まぶやでカ

フェを企画

実行

T.N邸HS
役場移住担

当者とお話

妻木ハウス

で鳥大ヒア

同席

台湾カフェ

準備

台湾カフェ

企画実行

BIKAIで食

事

参加段階 4 ● ● ● ●

自発的参加段階 8 ● ● ● ● ● ● ● ●

周辺的役割行動段階 4 ● ● ● ●

主体的活動段階 4 ● ● ● ●

Stay1 Stay２ Stay3

DAy2 DAy3 Day4 Day5 DAy6 Day7

※T.N氏と共同

※T.N氏と共同

【参加】
素潜り漁師宅にHS 漁師の提案でT.N氏がコミュ

ニティカフェ出店し手伝う

自身もコミュニティカフェで出店

【自発的参加】
HSで出会ったガイドさ
んのツアーモニター

【主体的活動段階】

県外メンバー3人（6人中）／県内メンバー1人（4人中）

例）M.S氏（県外メンバー） 設計者が紹介 地域アクターが紹介



観察した行動 22 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

滞在回 14 Stay1 Stay3 Stay5 Stay7 Stay9 Stay10 Stay11 Stay12 Stay13 Stay14

日 17 Day1 Day3 Day5 Day6 Day7 Day9 Day10 Day11 Day12 Day13 Day15 Day16 Day17

具体的行動 －
(鳥大早期体

験学習)
ドライブ 夜yotte K邸夕食

週末住人の

家

TORICO高

校生

モリタスタ

ディの話を

聞く

政策体験学

習
子ども食堂

yotte打ち合

わせ

合宿打ち合

わせ
青年の家 社長秘書

Yotte大学生

Dayプレ
合宿Day1 合宿Day2 社長秘書

SDGsカー

ドゲームテ

スト

神事
社長秘書バ

イト

社長秘書バ

イト

社長秘書バ

イト

参加段階 3 ● ● ●

自発的参加段階 7 ● ● ● ● ● ● ●

周辺的役割行動段階 11 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

主体的活動段階 11 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

Day14

Stay2 Stay4 Stay6 Stay8

Day2 Day4 Day8

ｃ

ｃ

※C.M氏と共同

※K.M氏と共同※C.M氏・A.Y氏と共同

■ケース2： 滞在43回/日数56日/行動数66

【参加】13/【自発的参加】30/【周辺的役割】31/【主体的活動】17

検証結果（仮説A）

【参加】
鳥取大学FW

【主体的活動】
映像Pが代表の映像制作会社で仕
事を体感する特別有償インターン
を継続し，自主企画にも挑戦

【周辺的役割】
同イベントスペースで高校生の
進路相談に乗りアドバイス

【自発的参加】
FWで出会った映像Pが運営
するコミュニティスペース

のイベントに参加

例）N.M氏（県内メンバー） 設計者が紹介

【主体的活動段階】

県内メンバー３人（新規7人中）



検証結果（仮説A）

参加→自発的参加→周辺的役割→主体的活動の段階的な移行が見られた．

✓ 周辺的役割行動段階までは16人（17人中）が至った

✓ 主体的活動段階に至らなかった者もいた

➡特に周辺的役割行動を含む複合的な活動や，他の参加者との共同によって移行

コミュニティスペースをつくる
ワークショップで作業

子ども食堂で調理や配膳のスタッフ



検証結果（仮説B）

仮説B

地域条件が異なっても５つの機能モジュールの実装できるか？

週末住人コミュニティはなぜ必要か？



検証結果（仮説B）

常に地域アクターとコミュニケーションをとることに対する疲れや，
受入れる地域アクターに対する申し訳なさ

「コストは多少なりともかかる」という負担感

地域アクターとの信頼関係を担保する丁寧なコミュニケーション（の必要性）

参加者と地域アクターの直接的なやり取り手段（の必要性と困難さ）

大学生

地域アクター

設計者

【参加段階】➡【周辺的役割行動】
をホームステイが一定程度担保していた

①地域アクターの生活に密着した食事交流
②地域アクターの生活に密着した小さな役割の獲得
③地域アクターの活動や共通の興味関心などに関する対話
④参加者のライフストーリーや人生設計などについての対話

独自拠点の維持管理コスト

3者のコミュニケーションコスト

滞在拠点設計のトレードオフ

ケース1：ホームステイ

ケース２：独自滞在拠点

インタビュー結果より



検証結果（仮説B）

（＋）他の参加者（特に「考え方の違
う」別大学の参加者）と出会い

（＋）活動における情報交換や相談

（＋）共同での主体的活動の可能性

（＋）より深い週末住人同士のつながり

（－）主体性を低下させる
可能性についての懸念

大学生

ケース1：
週末住人コミュニティの
期待の不満足 ＜改良＞

オンラインで
動機や活動に
ついて対話

ケース2：

＜改良＞キックオフ合宿（※急遽オンライン開催）

✓ 予め参加者同士で目的を共有して，
共同で活動した回数が増加

✓ インフォーマルなルール・ロール
の認識と共有

✓ 機能の自生

週末住人同士の関係づくり

初期に動機などを共有する改良

インタビュー結果より



検証結果（仮説C）

仮説C

インフォーマルな仕組み（ルール・ロール）の共有によって移行が促進されるか？



検証結果（仮説C）

【週末住人コミュニティ】

＜動機を丁寧に聞き合う規範＞
＜深く語り合う規範＞

【地域アクター・コミュニティ】

＜地域にしばらない規範＞
＜動機に基づく協力・巻き込み＞

（小さくでも）とにかくやってみる姿勢
動機が伝わる（積極的な）姿勢

地域にしばらない姿勢と（無理のない）役割の提案
動機の理解に基づく（積極的な）協力・巻き込み

仮説に挙げたうちいくつかのインフォーマルなルール・ロールが認められた．
コミュニティ内で共有されるものと，一方から他方に対して期待されるものに分かれ，

「積極性の過度な期待」が意識ギャップを生むことがわかった

役割の提案

みんなで
場をつくる規範？

インタビュー結果より



検証結果（仮説D）

仮説D

ルール・ロールから自発的協力によるコスト分担の機能が自生し，仕組みの
持続性が高まるか？



検証結果（仮説D）

【２つのルール】

＜動機を丁寧に聞き合う規範＞
＜深く語り合う規範＞

【１つのルール・1つのロール】

＜地域にしばらない規範＞
＜動機に基づく協力・巻き込み＞

✓ 滞在拠点の整備・管理への自発的協力
✓ 移動コストのシェアによる低減化

継続参加者の
車で往復

駅まで車で
送迎

設計者の関与なく
紹介・情報提供

独自拠点
整備

✓ 自発的な地域アクターの紹介による
コーディネーター負担の低減化

✓ 町内移動サポートへの自発的協力

インフォーマルなルール・ロールの共有に伴った関係づくりによって，

機能が自生（自発的協力によってコストが低減化）し，仕組みの持続性が向上した．



結論１：段階的な行動移行を意図した関係づくりが重要

参加段階
自発的参加

段階

周辺的役割

行動段階

主体的活動

段階

受け入れ疲れ
意識ギャップ
単発的な活動

段階的な行動移行を促すことで，

受け入れ疲れと意識ギャップを防止・予防しながら信頼関係が築かれ，持続的

な関係づくりができる

公的な補助スキームを取る場合は特に，

周辺的役割行動段階まで少ない滞在回数で移行を促す設計を行うことが重要



結論２：週末住人コミュニティづくりが重要

◎

共同で活動し
行動段階移行

を促進

相談・情報共有を
することで，意識
ギャップを防止

域外居住・大学生が
地域の一員として
活動している状態

多様な行動段階に
いるメンバーによる
ルール・ロール

の共有

２つの機能があり，より高いアウトカムの実現を促すことが示唆
➡先行研究では示されていない域外居住者コミュニティの必要性が示された

仕組みの持続性向上
✓ 自発的協力
✓ シェアによるコスト低減化



結論３：地域コミュニティで「膂力」が醸成される可能性

【１つのルール・1つのロール】

＜地域にしばらない規範＞
＜動機に基づく協力・巻き込み＞域外居住・大学生が

地域の一員として
活動している状態

地域コミュニティ内で共有

「膂力」の醸成が示唆

「①よそ者の持ち込む知識や技能が地域を変容させたよ

うに見せながら，②実際にはそうした知識や技術を新た

な文化に昇華させる，という相互の関係形成プロセスこ

そが地域づくりであり，これを可能にする「膂力」を地

域が持つことが重要である」（敷田,2005・2009）



研究の限界

➢ 実践的な見地に基づいた検証を行うため，アクションリサーチがメイン
➢ 設計者の役割や意図をモデルに組み込んだ検証を行い，外的妥当性を担保
➡積極的介入よるバイアスがある

➢ モデル実装前にプレヒアリングを行って対象者を選定
➡対象者の動機内容や関係づくりの意向を限定しているため代表性はない

➢ インタビュー結果は，仮説に基づいたナラティブ解釈によって分析
➢ 仕組み／行動／インフォーマルなルール・ロールの因果関係についても同様
➡定量的な因果関係が示されたものではない
➡ルール・ロールは，コミュニティで共有されたかまでは検証できなかった

全体として仮説構築型の研究であり，さらなる実証が必要



App.分析方法
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